
平
成
２
３
年
度
の
労
務
に
関
す
る
法
改
正 

平
成
２
３
年
度
の
労
働
関
係
諸
法
令
に
関
す
る
主
な
変
更
点
を

ご
紹
介
し
ま
す
。 

 

●
各
種
保
険
料
率
の
改
定 

（１
）雇
用
保
険
料
率
は
現
状
維
持 

 

（２
）介
護
保
険
料
率
の
引
き
上
げ
（３
／
１
適
用
） 

 

（３
）健
康
保
険
料
率
の
引
き
上
げ
（３
／
１
適
用
：
山
口
県
） 

 

（４
）国
民
年
金
保
険
料
の
引
き
上
げ
（４
／
１
適
用
） 

 

 

  
 

●
助
成
金
廃
止
の
情
報 

 

事
業
仕
分
け
は
、
厚
生
労
働
省
管
轄
の
助
成
金
に
も
か
な
り
影

響
が
出
て
い
る
よ
う
で
す
。
紙
面
の
都
合
割
愛
し
ま
す
が
、
そ
の
他

要
件
見
直
し
等
小
変
更
が
数
多
く
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
助
成
金

の
取
扱
い
団
体
の
一
つ
で
あ
る
『雇
用
能
力
開
発
機
構
』の
廃
止
が
事

業
仕
分
け
で
決
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
ジ
ョ
ブ
カ
ー
ド
を
含
め

た
能
力
開
発
系
の
助
成
金
は
今
後
抜
本
的
な
見
直
し
が
行
わ
れ
る

可
能
性
も
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
介
護
系
の
助
成
金
に
つ
い
て
も
、
『介

護
労
働
安
定
セ
ン
タ
ー
』の
廃
止
が
決
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
さ
ら

に
平
成
２
４
年
度
が
報
酬
改
定
時
期
で
あ
る
こ
と
、
そ
れ
に
関
連
し

た
介
護
職
員
処
遇
改
善
交
付
金
の
存
続
の
有
無
等
、
介
護
業
界
を

取
り
巻
く
動
向
を
注
意
深
く
見
守
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

 

（１
）介
護
基
盤
人
材
確
保
等
助
成
金 

＊
廃
止
時
期
→ 

平
成
２
３
年
３
月
３
１
日 

 

（２
）介
護
未
経
験
者
確
保
等
助
成
金 

＊
廃
止
時
期
→ 

平
成
２
３
年
３
月
３
１
日 

 
（３
）育
児
休
業
取
得
促
進
等
助
成
金 

＊
廃
止
時
期
→ 

平
成
２
３
年
３
月
３
１
日 

 

（４
）高
年
齢
者
等
共
同
就
業
機
会
創
出
助
成
金 

＊
廃
止
時
期
→ 
平
成
２
３
年
６
月
３
０
日 

 

（５
）キ
ャ
リ
ア
形
成
促
進
助
成
金 

①
職
業
能
力
評
価
推
進
給
付
金 

＊
廃
止
時
期
→ 

平
成
２
３
年
３
月
３
１
日 

②
地
域
雇
用
開
発
能
力
開
発
助
成
金 

＊
廃
止
時
期
→ 

平
成
２
３
年
３
月
３
１
日 

 

（６
）育
児
・介
護
費
用
等
補
助
コ
ー
ス 

 

＊
廃
止
時
期
→ 

平
成
２
４
年
１
月
３
１
日 

   
●
一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
届
出
義
務
の
拡
大 

 

仕
事
と
家
庭
の
両
立
を
支
援
す
る
た
め
の
雇
用
環
境
の
整
備
等

に
つ
い
て
事
業
主
が
策
定
す
る
一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
公
表
・従

業
員
への
周
知
が
、
１
０
１
人
以
上
の
企
業
は
義
務
、
１
０
０
人
以
下

の
企
業
は
努
力
義
務
と
な
り
ま
す
。 

    

  

 

 

   
              

赤
井
労
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
務
所 

社
会
保
険
労
務
士 

赤
井
孝
文 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
URL 

 
http://www.6064.jp 

建
設

業 一

般

事
業 

業
種 

１
８
．
５
／
１
０
０
０ 

１
５
．
５
／
１
０
０
０ 

雇
用
保
険
料 

１
１
．
５
／
１
０
０
０ 

９
．
５
／
１
０
０
０ 

会
社
負
担 

７
／
１
０
０
０ 

６
／
１
０
０
０ 

本
人
負
担 

１
．
５
１
％ 

介
護
保
険
料 

０
．
７
５
５
％ 

会
社
負
担 

０
．
７
５
５
％ 

本
人
負
担 

９
．
５
４
％ 

健
康
保
険
料 

４
．
７
７
％ 

会
社
負
担 

４
．
７
７
％ 

本
人
負
担 

１
５
，
０
２
０
円 

常時雇用する労働者数 ～平成２３年３月３１日 平成２３年４月１日～ 

３０１人～ 義務 義務 

１０１人～３００人以下 義務 

１００人以下 
努力義務 

努力義務 


